
































































































　その際、最も問題となったのが、会社法125条 3 項 3 号の「請求者が当該株式会社の業務と実質的
に競争関係にある事実を営み、又はこれに従事するものであるとき」であった。この拒否事由は、
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協力関係が破綻したことにより、経営方針上対立関係になった途端に、株主名簿の閲覧を拒否され
るという事態が発生したのである。
　下級審は、当初は、会社法433条 2 項 3 号と全く同一な法適用を採用し、ほとんどの事件で、拒否
を認めてしまった。しかし、東京高裁は、この会社法立法担当者の「愚かさ」を懇切丁寧に正し、










意味な条文の姿は、会社法 1条や商法 1条 1項に、その無残な姿を晒している。
　まあ、この点はともかく、会社法 2条各号には、明らかに無意味な定義規定が散見されることに
も、空いた口がふさがらないが、それ以上に、個別条文における「かっこ書」を利用した定義規定













































































































式を引き受けた者の責任」の規定は、会社法211条 1 項 1 号のみである。しかも、『等』に該当する




























































































































































































































































































（ 2） 相澤哲・『立法担当者による新・会社法の解説』（別冊商事法務295号） 1頁。
（ 3） 同 2 頁。
（ 4） 噂では、商法改正の部分は、会社法部会の範囲外として、事実上、法務省担当者のみによる改正
作業が行われたと言われているが、その真偽は定かではない。
（ 5） 相澤・前掲注（ 2） 4頁。準用規定を排して、類推適用を生み出すことは本末転倒である。
（ 6） 最判平成 2年 4月17日金判867号14頁。
（ 7） 新株予約権原簿の閲覧拒否事由も同様である（会社法252条 3 項 3 号）。もっとも、社債原簿の閲
覧拒否事由では、ちゃんとコピペされていないが（会社法684条 3 項各号）、なぜ、社債原簿と同じ
ように考えられなかったのであろうか。
（ 8） 東京高決平成20年 6 月12日金判1295号12頁。ここでは、詳細は論じない。詳細については、この
（45）
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（11） なお、会社法95条には、会社法33条 9 項との関係を整理した条文が置かれてはいるが、裁判所の
関与と創立総会との権限の関係は不明である。
（12） 残された無過失責任規定は、会社法52条 2 項柱書かっこ書、会社法120条 4 項第 2かっこ書、会
社法428条 2 項かっこ書、会社法462条 1 項の株主の責任である。
（13） 例えば、東京地判平成22年 5 月27日金判1425号26頁等、多数。
（14） 例えば、福岡地判平成23年 2 月17日金判1364号31頁。








（21） 日程的経過としては、平成22年 2 月24日、法務大臣から法制審議会に対する諮問に基づき、会社
法制部会が設置された。会社法制部会は、途中で、東日本大震災のため、約 4か月中断したが、平
成23年12月 7 日に、「会社法制の見直しに関する中間試案」を公表した。この「中間試案」は、パ
ブリックコメントに付され、平成24年 8 月 1 日に、「会社法制の見直しに関する要綱案」を決定し

















（32） 岩原・前掲注（20） 8 頁～21頁。
（33） 野村修也・「巻頭インダビュー　改正論議がもたらした企業統治の“可能性”～今語る要綱決定
の内幕～」会社法務A 2 Z通巻66号 7 頁。
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（34） 岩原・前掲注（20） 7 頁～ 9頁。
（35） 木村敢二＝矢田一穂・「社外役員にかかる実務対応〔下〕」商事法務1982号39頁。すでに記載例が
提示されている。










（43） 東京高決平成20年 9 月12日金判1301号28頁、最決平成21年 5 月29日金判1326号35頁。
（44） 岩原・前掲注（20）38頁。
（45） 岩原・前掲注（20）40頁。
